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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

定年退職者　７人分 円

応募認定者　２人分 円

正規職員通常負担　１７人分 円

合計 円

退職手当組合負担金

円 － 円 ＝ 円

18,526,000

15,346,568

45,540,568

　三重県市町総合事務組合退職手当支給条例第７条の４の規定により、在
職期間中の職務の貢献度に応じて退職手当の調整額が退職者に支給され
ます。また、早期退職募集制度による退職の場合、自己都合退職に係る退職
手当の額より割増しされた退職手当が支給されます。
　なお、同条例第２６条の規定により、調整額に相当する額及び早期退職者
の割増しされた退職手当の額を町は負担金として納付する必要があります。

支出見込 当初予算 差引

45,540,568 11,779,000 33,761,568

11,668,000

一般財源

33,762財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

総務課、財政課、会計課に属する職員の人件費の他、全庁的に対応する経費を計上し、
公務の能率的かつ適正な運営を図ります。

補正予算
の内容

退職手当組合負担金 33,762

事業名
職員人件費（17名分）

事業費 33,762千円
(退職手当組合負担金)

補正予算
の概要

退職手当に係る負担金で、定年退職者及び早期退職募集制度による応募認定の退職者
に係る追加の負担金を補正予算計上するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 総務課人事係

平成29年度補正予算 予算科目 2総務費 1総務管理費 1一般管理費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円

千円

総合行政情報システム委託料 2,545,560

平成２９年７月から、官公庁間の情報連携の試行運用が行われてきま
したが、情報連携の準備が整わなかった事務や、不備が判明した事務
などがありました。それに伴い国はシステムを改修し、平成３０年７月に
は新たなデータ標準レイアウトに変更する予定です。今回の改修は、厚
生労働省の補助事業として、国民健康保険、介護保険、障がい者福祉
のシステムを、新たなデータレイアウトに適合するよう改修するもので
す。

一般財源

1,697 849財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

社会保障・税番号制度システム整備費補助金（2/3） 1,697

事業の目的
及び効果

効率的な行政事務を図るためには、事務の電算化を推進することが必要であり、急速に
進歩する情報技術に対応し、情報の一元管理を進めることにより、運用管理の負担やコ
スト軽減、セキュリティー対策の強化を図ります。なお、社会保障・税番号制度導入に際し
ては、国が示すガイドラインに沿って遅滞なく対応し、円滑なシステム稼働を目指します。

補正予算
の内容

総合行政情報システム委託料 2,546

事業名
電算経費

事業費 2,546千円
(総合行政情報システム委託料)

補正予算
の概要

国の社会保障・税番号制度の導入に伴い、新たな業務に対応するため必要となる総合行
政情報システムの改修に係る経費を計上するものです。国から示される仕様に基づき、
補助金を活用してシステム整備を行います。

予算事業概要書

一般会計 担当 財政課

平成29年度補正予算 予算科目 2総務費 1総務管理費 7電子計算費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

一般財源

6,000財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

町が提供するさまざまな行政サービスの経費をまかなうための重要な自主財源である町
税を、法に基づき公平で適正に賦課と徴収をするための経費です。

補正予算
の内容

町税償還金及び還付加算金 6,000

法人町民税について、前年度に予定申告をし納税された税額が、確定申告
により下回った場合や過年度分の更正請求による減額の場合、また、個人町
民税については、過年度分の確定及び修正申告をして既に納税された税額
より下回った場合に差額を還付するもので、還付となる申告等が増加したこと
によるものです。

　　支出見込　　　　　　　　　　当初予算　　　　　　　　　　差引
　15,000,000円　　　-　　　　9,000,000円　　　　＝　　6,000,000円

事業名
賦課徴収経費

事業費 6,000千円
(町税償還金及び還付加算金)

補正予算
の概要

法人町民税及び個人町民税において、過年度分の確定及び修正申告に伴い、還付金が
当初見込みより増加したことによる補正予算計上です。

予算事業概要書

一般会計 担当 税務課課税係

平成29年度補正予算 予算科目 2総務費 2徴税費 2賦課徴収費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

　旧姓併記にかかるシステム改修経費 円

　印鑑登録システム改修経費 円

千円

2,201,040

印鑑登録事務から性別欄を削除するため、印鑑システムの改修を行う
ための経費です。

637

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

2,200社会保障・税番号制度システム整備費補助金（10/10）

一般財源

2,200

事業の目的
及び効果

戸籍法、住民基本台帳、関係法令に基づき、戸籍、住民基本台帳等に関する届出の受
付・公簿記載、証明書交付を的確かつ迅速な処理を図ります。

補正予算
の内容

住基システム機器更新作業委託料

1戸籍住民基本台帳費

事業名
戸籍住民基本台帳経費

事業費 2,837千円
(住基システム機器更新作業委託料)

補正予算
の概要

政府が目指す女性の社会活躍を推進するため、対外的に旧姓を引き続き使用することが
できるよう住民票やマイナンバーカード等に旧姓併記を行うためのシステム改修と性的マ
イノリティーへの配慮を図るため印鑑登録事務から男女の性別欄を削除するためのシス
テム改修を行います。

2,837

635,040

予算事業概要書

一般会計 担当 町民課戸籍住基係

平成29年度補正予算 予算科目 2総務費

住民票やマイナンバーカード等に旧姓併記を行うため、国の補助事業
を活用し、コンビニ交付・住民基本台帳システム改修を行うための経費
です。

3戸籍住民基本台帳費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

臨時福祉給付金

　【給付実績】

　　2,518人 15,000円 37,770,000円

円 － 円 ＝ 円

臨時福祉給付金返還金

円 － 円 ＝ 円

千円

臨時福祉給付金（経済対策分）について、平成２９年９月末で給付が完了し、
給付額が確定したことにより減額補正するものです。
また、平成２８年度に国から概算交付された平成２８年度臨時福祉給付金等
給付事務費補助金について、事業費の確定に伴い、超過交付分を返還する
ため、増額補正するものです。

0 959,000

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

平成29年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉総務費

事業名
臨時福祉給付金等給付事業費

事業費 △4,771千円
(臨時福祉給付金、臨時福祉給付金返還金)

1社会福祉費

補正予算
の概要

臨時福祉給付金（経済対策分）の事業完了に伴い、給付額が確定したことにより減額補
正するものです。
また、平成２８年度に国から概算交付された平成２８年度臨時福祉給付金等給付事務費
補助金について、事業費の確定に伴い、超過交付分を返還するものです。

事業の目的
及び効果

所得の低い方々に対して、臨時福祉給付金を支給することにより、消費税率の引上げ
（５％→８％）による影響を緩和します。

補正予算
の内容

臨時福祉給付金 △5,730

臨時福祉給付金返還金 959

× ＝

支出見込

特定財源
の内容

臨時福祉給付金給付事業費補助金(10/10) △5,730

当初予算

37,770,000

959

43,500,000

その他 一般財源

△ 5,730,000

支出見込 当初予算

959,000

差引

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

△5,730

差引

6



款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

障害者介護給付費等支給審査会事業

　【平成28年度事業】

円 － 円 ＝ 円

手話通訳者等派遣事業

　【平成28年度事業】

円 － 円 ＝ 円

円

いなべ市と共同で実施している障害者介護給付費等支給審査会事業及び手話通訳者等
派遣事業の平成２８年度事業費が確定したことにより、前年度の不足分を負担するため、
補正予算計上するものです。

事業の目的
及び効果

障がいのある方が、安心して地域で自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう
支援を図ります。

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

平成29年度補正予算 予算科目

財
　
源

内訳
（単位：千円）

3民生費 1社会福祉費 1社会福祉総務費

601,000 331,770

計

事業名
障害福祉事業

事業費 426千円
(障害福祉事業負担金)

確定額 支出済額

補正予算
の概要

426

補正予算
の内容

障害福祉事業負担金 426

1,188,000 93,424

425,194

国庫支出金

1,281,424

特定財源
の内容

県支出金 地方債 一般財源その他

いなべ市と共同で実施している障害者介護給付費等支給審査会事業及び手
話通訳者等派遣事業の平成２８年度事業費が確定したことにより、平成２８
年度に支出した不足分を負担するため、増額補正するものです。

確定額 支出済額 差引

932,770

差引
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

システム構築委託料

円 － 円 ＝ 円

障害者自立支援給付費負担金等返還金

円 － 円 ＝ 円

千円

支出見込 当初予算 差引

328,915 10,000 318,915

支出見込 当初予算 差引

3,900,000 0 3,900,000

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

平成29年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 1社会福祉総務費

事業名
障害者自立支援事業

事業費 4,219千円
(システム構築委託料、障害者自立支援給付費負担金等返還金)

補正予算
の概要

平成３０年４月施行の障害者総合支援法及び児童福祉法の制度改正等並びに平成３０年
度に予定されている報酬改定に伴い、障害者自立支援給付支払等システムを改修するた
め、補正予算を計上するものです。
また、平成２８年度に国から概算交付された障害者自立支援医療費負担金について、事
業費の確定に伴い、超過交付分を返還するものです。

事業の目的
及び効果

障がいのある方が、個々の障がいの状況やニーズ等に応じて、必要なサービスを利用す
ることで、安心して地域で自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう支援を図
ります。

補正予算
の内容

システム構築委託料 3,900

障害者自立支援給付費負担金等返還金 319

平成３０年４月施行の障害者総合支援法及び児童福祉法の制度改正等なら
びに平成３０年度に予定されている報酬改定に伴い、現在使用している障害
者自立支援給付支払等システムを改修するため、増額補正するものです。
また、平成２８年度に国から概算交付された障害者自立支援医療費負担金
について、事業費の確定に伴い、超過交付分を返還するため、増額補正する
ものです。

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

特定財源
の内容

地域生活支援事業費補助金（1/2） 1,950

2,269

一般財源その他

1,950
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

行路病人措置費

円 － 円 ＝ 円

千円

財
　
源

内訳
（単位：千円）

事業名
行路病人措置事業

事業費

行路病人措置費 168

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

平成29年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 1社会福祉総務費

町内で行旅病人又は行旅死亡人等が発生した場合には、行旅病人及び行旅死亡人取扱
法等に基づき適切に救護又は火葬を行う。

特定財源
の内容

行旅死亡人取扱負担金

国庫支出金

平成２９年６月に町内で火葬を行う者がいない死亡人が発生したため、「墓
地、埋葬等に関する法律第９条第１項」に基づき、町が火葬等を行ったことに
よる費用を増額補正するものです。

支出見込

(行路病人措置費)

補正予算
の概要

平成２９年６月に町内で火葬を行う者がいない死亡人が発生したため、「墓地、埋葬等に
関する法律第９条第１項」に基づき、町が火葬等を行ったことによる費用を補正予算計上
するものです。

事業の目的
及び効果

補正予算
の内容

198

168千円

差引当初予算

地方債県支出金

197,184 30,000 167,184

△30

一般財源その他

198

9



款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

（H28受入額）  　（H28実績額） 　　（受入超過額）

－ ＝

（Ｈ29当初予算額） （今回補正額）

－ ＝

平成２８年度に概算受入した介護保険事業費補助金（ホームヘルプ等利用
者負担軽減事業費補助金）について、事業完了に伴う補助額の確定により、
受入超過額を平成２９年度に国庫に返還する経費です。

介護保険事業費補助金返還金

148,000円 0円 148,000円

148,000円 10,000円 138,000円

予算事業概要書

一般会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

予算科目 3民生費 1社会福祉費 2老人福祉費平成29年度補正予算

事業名
老人福祉事業

事業費 138千円
(負担金等返還金)

補正予算
の概要

平成２８年度介護保険事業費（ホームヘルプ等利用者負担軽減事業費補助金）の精算に
より、補助金を返還するものです。

一般財源

事業の目的
及び効果

老人福祉事業を提供することにより、高齢になり介護が必要になってもすべての町民が安
心して在宅で暮らせる町を目指します。

補正予算
の内容

負担金等返還金 138

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

138

特定財源
の内容
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

当初予算

１２月補正

（9～3月　月平均見込額） （9～3月支出見込額）

× 7 月 ＝

（4～8月支出済額）　 （9～3月支出見込額） （H29必要見込額）

＋ ＝

（Ｈ29必要見込額） （Ｈ29当初予算額） （今回補正額）

－ ＝

#### × 7 月 ＝ ####

千円

予算事業概要書

一般会計 担当 長寿福祉課地域包括支援センター係

平成29年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 2老人福祉費

新しい総合事業の開始に伴う介護予防ケアプラン作成にかかる居宅介護支援事業
所への委託料を増額するものです。

事業名
指定介護予防事業経費

事業費 959千円
(介護予防ケアプラン作成委託料)

補正予算
の概要

新しい総合事業の移行に伴い、介護予防ケアプラン作成件数が当初見込みを大きく上
回ったため、増額するものです。

事業の目的
及び効果

要支援認定者・総合事業事業対象者に対し、自立支援に向けた適切な介護予防サービス
等を受けることが出来るよう居宅介護支援事業所に介護予防ケアプランの作成を委託す
るものです。

補正予算
の内容

介護予防ケアプラン作成委託料 959

250,000円

1,750,000円

2,138,000円

3,097,000円

2,138,000円

959,000円

545 414

3,096,303円

1,750,000円

1,346,303円

一般財源

545諸収入　介護予防サービス計画料

3,096,303円 958,303円

その他

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

特定財源
の内容
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円

円 合計 円

施設等修繕料

円 － 円 ＝ 円

漆喰左官

電源及び配管

442,800

237,600

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

平成29年度補正予算

681

予算科目 3民生費 1社会福祉費 4社会福祉施設費

事業名
保健福祉センター経費

事業費 681千円
(施設等修繕料)

補正予算
の概要

保健福祉センター療育室に光冷暖システム（暖房のみ）の提供を受けるに当たり、必要と
なる漆喰左官及び電源設備を改修するための費用を増額補正するものです。

一般財源

事業の目的
及び効果

保健福祉センターを安全に利用できるよう施設の管理運用を図ります。
また、平成２９年度は発達支援事業と健診事業の環境整備を行うことにより、保健福祉セ
ンターの機能向上を図ります。

補正予算
の内容

施設等修繕料

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

1,181,000 500,000 681,000

681

特定財源
の内容

680,400

支出見込 当初予算 差引

12



款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

－ ＝

千円

千円

単位：円

12月補正分

当初予算 合計学童名

         689,500

            0

1,796,000

            0

            0

   653,980 35,442,200

  基準変更内訳    （基準額） 3,591,000円 → 4,156,000円
     H28→H29                     3,642,000円 → 4,206,000円
                                        3,744,000円 → 4,306,000円
                         （開所日数加算） 15,000円 → 17,000円
                    　   （長時間開所加算） 134,000円 → 170,000円
                         （障がい児受入推進事業） 1,748,000円 → 1,796,000円
                    　   （障がい児受入数） 2人→3人

   112,000

   130,000

   112,000

   171,880

     16,100

   112,000

バンブー西

バンブー東

城山 6,076,000          462,000

国庫支出金

（補正額）

35,442,200円 28,640,220円 6,801,980円

3,713,500

4,106,500

神田

稲部

財
　
源

内訳
（単位：千円）

県支出金 地方債

2,275

一般財源

2,252

その他

特定財源
の内容

4,986,000

6,725,000

4,866,000

2,275

4,192,000三和

子ども・子育て支援交付金のうち、放課後児童健全育成事業委託料の平成２
９年度補助基準額の変更及び放課後児童クラブ支援事業の障がい児受入推
進事業において、受入児童数が増えたことによる増額です。

補正予算
の概要

事業の目的
及び効果

就労等により日中、児童をみることができない家庭の小学生に対し、遊びや生活の場の
提供により、児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立などを
目的として児童の健全育成を図ります。

補正予算
の内容

放課後児童対策事業委託料 6,802千円

28,640,220

（支出見込額） （当初予算額）

2児童福祉費

事業名
放課後児童対策事業

事業費 6,802千円
(放課後児童対策事業委託料)

       4,256,000

1児童福祉総務費

子ども・子育て支援交付金のうち、放課後児童健全育成事業委託料の平成２９年度補助
基準額の変更及び放課後児童クラブ支援事業の障がい児受入推進事業において、受入
児童数が増えたことによる増額です。

予算事業概要書

一般会計 担当 子ども家庭課子ども支援係

平成29年度補正予算 予算科目 3民生費

障がい児
受入数分

         689,500 5,406,100

6,761,100

6,698,000

合計

     48,000

     48,000

4,544,720

6,007,500

その他
補助分

 1,892,000

2,275

2,275

子ども・子育て支援交付金（国庫支出金）（1/3）

地域子ども・子育て支援事業補助金（県支出金）（1/3）

基準額変更
による増額分

       1,160,500

         692,500

         562,000

【 】
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

－ ＝

－ ＝

－ ＝

－ ＝

放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、
子育て援助活動支援事業実施にあたり、平成２８年度に交付を受けた国の子
ども・子育て支援交付金と県の地域子ども・子育て支援事業費補助金の精算
に伴う返還金です。

受入超過額 当初予算額 補正額

350,000円 10,000円 340,000円

受入超過額 当初予算額 補正額

350,000円 10,000円 340,000円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

（県の地域子ども・子育て支援事業費補助金）

H28受入額 H28実績額 受入超過額

12,847,000円 12,497,000円 350,000円

（国の子ども・子育て支援交付金）

H28受入額 H28実績額 受入超過額

12,847,000円

680

350,000円

財
　
源

内訳
（単位：千円）

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

子ども・子育て支援事業に要する経費の交付を受けることにより、子ども・子育て支援の
着実な推進を図ることができます。

補正予算
の内容

子ども・子育て支援交付金返還金 340千円

地域子ども・子育て支援事業費補助金返還金 340千円

12,497,000円

事業名
子ども支援事業

事業費 680千円
(子ども・子育て支援交付金返還金、地域子ども・子育て支援事業費補助金返還金)

補正予算
の概要

平成２８年度に交付を受けた国の子ども・子育て支援交付金、県の地域子ども・子育て支
援事業費補助金の精算に伴う返還金です。

予算事業概要書

一般会計 担当 子ども家庭課子ども支援係

平成29年度補正予算 予算科目 3民生費 2児童福祉費 1児童福祉総務費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

－ ＝

千円

千円

575

児童手当負担金（国庫支出金） 6,321

合　　　計 41,233人 453,750,000円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

28,336人 296,560,000円

非被用者 4,932人 54,975,000円

特例給付 1,726人 8,630,000円

　０歳から中学校修了までの児童を対象に年３回、３歳未満は１人につき月
額１５，０００円、３歳以上小学校修了までは月額１０，０００円で第３子以降は
月額１５，０００円、中学生は月額１０，０００円を支給しています。なお、所得
制限にかかる場合（特例給付という）は児童１人につき月額５，０００円を支給
しています。
※第３子以降とは、１８歳の誕生日後の最初の３月３１日までの養育している
児童のうち、３番目以降の児童をいいます。
（支出見込）

区　　分 支給人数(述べ) 支給金額

被用者
3歳未満 6,239人 93,585,000円

3歳～中学修了前

出生及び転入による受給対象児童数が当初見込みを上回ったため、
増額補正をするものです。

（支出見込） (当初予算) （12月補正）

453,750,000円 446,280,000円 7,470,000円

574

財
　
源

内訳
（単位：千円）

特定財源
の内容

6,321 574

事業の目的
及び効果

児童手当法により児童を養育しているものに児童手当を支給し、家庭における生活の安
定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資するこ
とを目的としています。

補正予算
の内容

児童手当費 7,470千円

（支給対象者）

児童手当負担金（県支出金）

事業名
児童手当費

事業費 7,470千円
(児童手当費)

補正予算
の概要

受給対象児童数が当初見込みを上回ったため、増額補正をするものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 子ども家庭課子ども支援係

平成29年度補正予算 予算科目 3民生費 2児童福祉費 2児童措置費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

【養育医療費国庫負担等返還金】

円 - 円 ＝ 円

円 - 円 ＝ 円

【母子保健総合支援事業国庫補助金返還金】

円 - 円 ＝ 円

精算後県負担金交付
決定額

203,700 117,352 86,348

378

養育医療費国庫負担等返還金 260

国庫負担金交付決定
額

精算後国庫負担金交
付決定額

407,400 234,705 172,695

県負担金交付決定額

一般財源

118,000

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

補正予算
の概要

過年度分の国の補助金等について精算返還するものです。

事業の目的
及び効果

本町で、出産、育児をされるすべての母性と乳幼児が、健やかに育つことを目的として事
業を実施しています。

補正予算
の内容

母子保健総合支援事業国庫補助金返還金 118

平成28年度未熟児養育医療費及び妊娠・出産包括支援事業について精算した結
果、国庫補助金交付申請時より対象経費が下回ったことによる補正予算です。

4衛生費 1保健衛生費 2健康推進費

事業名
母子保健事業費

事業費 378千円
(養育医療費国庫負担等及び母子保健総合支援事業国庫補助金返還金)

国庫補助金交付決定
額

精算後国庫補助金交
付決定額

312,000 194,000

予算事業概要書

一般会計 担当 健康づくり課

平成29年度補正予算 予算科目
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

円 - 円 ＝ 円

円 - 円 ＝ 円

いなべ総合病院運営負担金病院群輪番制病院運営事業負担金については、平等
割、人口割及び利用実績割により算出しています。その内、利用実績割については
前年度数を用いることとしており、この度前年度利用実績数が確定したことにより、
負担金額が決定しました。

病院群輪番制病院運
営事業負担金（確定
額）

病院群輪番制病院運
営事業負担金（予算
額）

745,598 751,800 △ 6,202

いなべ総合病院運営
負担金（確定額）

一般財源

518財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

いなべ総合病院運営
負担金（予算額）

10,272,402 9,748,200 524,202

事業の目的
及び効果

中核的医療の役割を担う公的病院として救急医療を行ういなべ総合病院に負担金を支出
します。

補正予算
の内容

救急医療運営費負担金 518

事業名
救急医療等運営費

事業費 518千円
(救急医療運営費負担金)

補正予算
の概要

前年度利用実績数の確定により、いなべ総合病院運営負担金を増額するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 健康づくり課

平成29年度補正予算 予算科目 4衛生費 1保健衛生費 2健康推進費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

４月当初から東員町水道事業と契約している、消火栓修理維持管理委託

にて、１０万円を超える修繕が発生する見込みとなりましたので別途契約し

修繕を行うものです。

円 － 円 ＝ 円

【修繕内訳】

大木地内 南大社地内

消費税

100,000

400,000南大社地内

修繕箇所数

１箇所

１箇所

場　　所

大木地内

540千円

特定財源
の内容

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

事業の目的
及び効果

平常時から消防施設等の点検や修理を行い、災害時に迅速に対応できるよう備えていま
す。

補正予算
の内容

消火栓修理維持管理委託料 540千円

事業名
消防施設経費

事業費 540千円
(消火栓修理維持管理委託料)

補正予算
の概要

消火栓の維持管理を行うため、東員町水道事業と消火栓修理維持管理委託契約を締結
しておりますが、１０万円以上の修繕については対象外としており、それに該当する修繕
が発生したので、その経費を計上するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 環境防災課危機管理室

平成29年度補正予算 予算科目 9消防費 1消防費 3消防施設経費

540,000

支出見込 当初予算 差引

1,240,000 700,000 540,000

計

見積金額

40,000
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

◎経費の内容

　特別支援就学奨励費　　　　　  　      285,699円　　

　新入学学用品費追加支給分　　　     643,950円　（23,850円×27人）

　新中一新入学学用品費　　　 　　    1,090,200円　（47,400円×23人）

　　　　　　　　　　　　              　　計　9,886,202円

経済上の理由により、就学が困難な家庭に対して、学校給食費や学用品等
の一部を助成するものであるが、「新入学学用品費」が引き上げられたことに
よる増額補正です。

857

9,886,202円　　　　－　　　9,030,000円　　　＝　　　　856,202円　　　

　1学期支給済額　　　　　　　　       　4,361,189円

当初予算額 予算不足額

　3学期支給見込額　　　　　　          1,383,594円

  2学期支給見込額　　　　　　          2,121,570円

一般財源

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

経済上の理由により、就学が困難な家庭に対して、就学援助事業として学校給食費や学
用品費等の一部を助成することにより、保護者の負担の軽減を図ります。

補正予算
の内容

就学援助費 857千円

支出見込み額

事業名
中学校教育振興経費

事業費 857千円
(就学援助費)

補正予算
の概要

国から支給される要保護児童生徒援助費の「新入学学用品費」が引き上げられたため、
町が支給する準要保護児童生徒援助費も同様に引き上げ、追加支給するための不足分
を補正予算計上するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 学校教育課

平成29年度補正予算 予算科目 10教育費 3中学校費 2教育振興費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

主な改修内容

・新たな介護保険施設（介護医療院）の創設

・地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進

・介護保険適用除外施設の住所地特例の見直し

・要介護認定に係る業務の簡素化

　（要介護認定の有効期間のさらなる延長）

　（介護認定審査会における審査の簡素化）

・地域区分の見直し

・調整交付金の交付基準の見直し

千円

千円

496

繰入金（その他一般会計繰入金） 601

601財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

国庫支出金（介護保険事業費補助金） 496

一般財源

事業の目的
及び効果

介護保険制度を円滑に実施することを目的とし、事務の効率化を図るものです。
介護保険制度の改正内容を反映させるためのシステム改修を実施し、改正後の制度運
営を適正、かつ円滑に実施するものです。

補正予算
の内容

電算システム改修委託料 1,097

介護保険法改正（平成３０年４月施行）に伴い、電算システムの改修が
必要となることから、平成２９年４月施行分の改修に追加し、国庫補助
金を活用して改修するものです。

事業名
一般管理経費

事業費 1,097千円
(電算システム改修委託料)

補正予算
の概要

介護保険制度の改正に伴い電算システムの改修を行うものです。

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

平成29年度補正予算 予算科目 1総務費 1総務管理費 1一般管理費

当初予算 1,034,000円

12月補正 1,097,000円

2,131,000円
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

当初予算

１２月補正

千円

千円

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

平成29年度補正予算 予算科目 2保険給付費

0円

1,778,052,000円

事業名
保険給付費

事業費 0千円
(保険給付費)

補正予算
の概要

保険給付費の各サービス費の給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行うものです。

項　1介護給付費

　 目　2地域密着型介護サービス給付費 △55,000,000円

事業の目的
及び効果

介護保険事業の安定的な運営を行います。

補正予算
の内容

保険給付費 0

居宅介護サービス給付費等の給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行
うものです。

1,778,052,000円

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

△ 500 500

項　1介護給付費

　 目　1居宅介護サービス給付費 30,000,000円

特定財源
の内容

国庫支出金（介護給付費負担金） △ 500

県支出金（介護給付費負担金） 500

項　1介護給付費

　 目　6居宅介護サービス計画給付費 5,000,000円

項　1介護給付費

　 目　7特定入所者介護サービス等費 10,000,000円

項　3高額介護サービス費

　 目　1高額介護サービス費 10,000,000円
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

国庫負担金（介護給付費負担金）返還金

（H28受入額） （H28実績額） （受入超過額）

－ ＝

国庫補助金（地域支援事業交付金）返還金

（H28受入額） （H28実績額） （受入超過額）

－ ＝

県補助金（介護給付費負担金）返還金

（H28受入額） （H28実績額） （受入超過額）

－ ＝

県補助金（地域支援事業交付金）返還金

（H28受入額） （H28実績額） （受入超過額）

－ ＝

（受入超過額合計) （Ｈ29当初予算額） （今回補正額）

－ ＝

9,275,945円 8,435,784円 840,161円

4,280,075円 10,000円 4,270,075円

187,058,051円 186,093,468円 964,583円

一般財源

平成２８年度に概算受入した国庫負担金（介護給付費負担金）、国庫補助金
（地域支援事業交付金）及び県補助金（地域支援事業交付金）について、介
護保険特別会計の決算により国庫負担金等が確定したことに伴い、平成２９
年度において受入超過額を返還するために増額するものです。

241,203,609円 240,408,599円 795,010円

18,551,890円 16,871,569円 1,680,321円

4,271財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

事業の目的
及び効果

国庫負担金（介護給付費負担金）、国庫補助金（地域支援事業交付金）、県補助金（介護
給付費負担金）、県補助金（地域支援事業交付金）の受入超過額を返還するものです。
（翌年度精算）

補正予算
の内容

国庫負担金等返還金 4,271

事業名
国庫負担金等返還金

事業費 4,271千円
(国庫負担金等返還金)

補正予算
の概要

平成２８年度介護保険特別会計の国庫負担金等の精算により、国庫負担金等を返還する
ものです。

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

平成29年度補正予算 予算科目 6諸支出金 1償還金及び加算金 2償還金
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

介護給付費精算返還金

（H28受入額） （H28実績額） （受入超過額）

－ ＝

地域支援事業費精算返還金

（H28受入額） （H28実績額） （受入超過額）

－ ＝

総務費精算返還金

（H28受入額） （H28実績額） （受入超過額）

－ ＝

（受入超過額合計) （Ｈ29当初予算額） （今回補正額）

－ ＝

一般財源

35,382財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

32,060,000円 30,892,402円 1,167,598円

35,391,556円 10,000円 35,381,556円

197,513,000円 164,039,257円 33,473,743円

9,186,000円 8,435,785円 750,215円

事業の目的
及び効果

一般会計繰入金の受入超過額を返還するものです。（翌年度精算）

補正予算
の内容

一般会計精算返還金 35,382

平成２８年度に概算受入した一般会計繰入金について、介護保険特別会計
の決算により繰入金が確定したことに伴い、平成２８年度において受入超過
額を返還するために増額するものです。

事業名
一般会計繰出金

事業費 35,382千円
(一般会計精算返還金)

補正予算
の概要

平成２８年度介護保険特別会計の繰入金の精算により、一般会計繰入金を返還するもの
です。

予算事業概要書

介護保険特別会計 担当 長寿福祉課高齢福祉係

平成29年度補正予算 予算科目 6諸支出金 2繰出金 1一般会計繰出金
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

前年度消費税償還金

- ＝

支出済額

平成28年度分消費税及び地方消費税納税

（6月：3,983,300円、9月：1,887,500円）

支出見込額

平成29年度分消費税及び地方消費税納税

（12月：3,503,600円、3月：3,503,600円）

予算事業概要書

下水道事業特別会計 担当 上下水道課庶務係

平成29年度補正予算 予算科目 1事業費 1事業費 1管理費

3,878,000円

事業名
一般管理費

事業費 3,878千円
(前年度消費税償還金)

補正予算
の概要

前年度消費税及び地方消費税確定申告に基づき、不足額を増額補正するものです。

事業の目的
及び効果

公共下水道事業は、公共用水域の水質保全、快適な居住環境の確保を目的としていま
す。

補正予算
の内容

前年度消費税償還金 3,878

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

3,878

9,000,000円

一般財源

5,870,800円

7,007,200円

特定財源
の内容

合計 12,878,000円

前年度消費税及び地方消費税確定申告に基づき、不足額を増額補正するも
のです。

支出見込 当初予算 差引

12,878,000円
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